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イギリスにおける「財務報告の将来像」
笹倉淳史
はじめに
イギリスでは1989年に会社法が改正された。この改正によって，会計基準
に法的支持が与えられ，会計専門職団体から独立し，後述する下部機関を指導
統括する機関である財務報告審議会 (FinancialReporting Council : FRC)、
会計基準を作成及び改正することを担当する財務会計審議会 (Accounting
Standards Bord : ASB) 及び会計基準からの離脱の審査を担当する財務報
告違反審査会 (FinancialReport Review Panel : FRRP) が誕生した。
これらはいわゆるデアリング委員会の勧告が実現したものである 1)。特に，
ASBは1990年よりその活動を開始し，現在まで 7つの基準を公表してい
る2)0 
このような中で， ABSは会計基準を相互に首尾一貫したものとするため
1) ICAEW, The Making of Accounting Standards/ Report of the Review 
Committee under the Chairmanship of Sir Ron Dearing CB, 1989. 
2)財務報告基準 (FinancialReporting Standard) 
第1号 キャッシュ・フロー計算書 (CashFlow Statement) (1991/9) 
第2号子会社の会計 (Accountingfor Subsidiary Undertakings) (1992/7) 
第3号財務業績の報告 (ReportingFinancial Performance) (1992/10) 
第4号金融商品 (CapitalInsturments) (1993/10) 
第5号取引の実質の報告 (Reportingthe Substance of Transaction) 
(1994/7) 
第6号買収及び合併 (Acquisitionand Merger) (1994/9) 
第7号買収会計上の公正価値 (FairValues in Acquisition Accounting) 
(1994/9) 
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に7章から構成される「概念書」を公表することとし，既にその草案を公表
している 3)。 これらの動きと連動して， 種々の機関から， 「会計の枠組み」
を提案する報告書がいくつか提出されてきている°。 このような枠組みにつ
いては，この会計制度の改正前後で，イングランド・ウエールズ勅許会計士
協会 (ICAEW)の求めによって Solomonsが作成した「財務報告基準の
ためのガイドライン (Guidelinesfor Financial Reporting Standards)」5‘
(1989 :以下では Solomonsとする），スコットランド勅許会計協会 CICAS)
によって提出された「財務報告書の価値高揚 (MakingCorporate Report 
Valuable)」6) （1988 ：以下では MCRV とする）及びイングランド・ウエ
ールズ魂勅許会計士協会とスコットランド勅許会計士協会が共同で提出した
「財務報告の将来像 (TheFuture Shape of Financial Reports)」”(1991;
ICAEW and ICAS;以下では「将来像」する）が公表されてきた。
本稿で取り上げる「将来像」は，時系列的に見れば，それまでの枠組みの
議論の流れの最後に位置している。このため，議論の内容は相当程度それま
での成果に基づいており，周知の事実として，説明が十分に行われていない
面もあるが， 必要に応じてそれまでの議論を補いながら， 「将来像」を私見
を交えながら概説し，それが公表された理由，イギリスで現在生じている問
3) 1991年7月 ED原則書第 1 章•第 2 章財務諸表の目的及び財務情報の質的
特徴
1992年7月 ED原則書第3章財務諸表の構成要素
1992年7月 ED原則書第4章財務諸表上の諸項目の認識
1993年3月 ED原則書第5章財務諸表上の測定
1991年12月 ED原則書第6章財務情報の表示
1991年12月 ED原則書第7章報告実体
4)過去，「コー ボレー トレボ＿卜 (TheCorporate Report)」（1975),「財務会計
の概念フレームワーク (AConceptual Framework for Financial Accounting)」
(1981; R. Macve)が公表されてきた。
5) D. Solomons, Guide伽esfor Financial Reporting Standards, 1989. 
6) ICAS, Making Corporate Report Valuable, 1988. 
7) ICAEW and ICAS, T.加 FutureShape of Financial Reports』 1991.
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題に言及してみたい。
なお，この「将来像」は，以下のような経緯でできあがったものである。
1989年4月に ICAEWの ResearchBoardとICASの ResearchCom-
mitteeは共同して FinancialReporting: The Way Forewardと名付け
られた研究会を組織した。そこでは，イギリスの財務報告の現状と前述した
2つの報告書， SolomonsとMCRVが主に検討された。その成果を受け，
折角盛り上がった会計の現状の検討と新しい会計報告書あるいは枠組みの検
討等の機運が失われないようにするため，また，早急に実行することができ
る財務報告の改革を勧告し， 別の研究が必要である領域を指摘するために
1989年1月に開催された同会議によって設置されたアクショングループによ
ってこの「将来像」は作成された。
このアクショングループのメンバーは，当初， JohnArnold, Poul Boyle, 
David Tweedie及び KenWildで， 当初は， MalcolmCooperが会
長であったが， 後に AnthonyCareyが就任した。なお， TweedieはA
BSの議長に任命されたことによって，このグループから離れることになっ
た。
1. 「将来像」研究の基本的スタンスとその動機
(1) 「将来像」の基本的スタンス
「将来像」は，この報告書の目的を，現行の財務報告システムを基本的に
変更することとなる「増価 (growingappreciation)」を認識し記録するこ
と，そして，経済的リアリティーに反映し，利用者の要求を最もよく満たす
やり方で報告システムを考案することが可能であることを示すこと， であ
ると説明している8)。 この目的の具体的な内容については後述することとし
て， ここでは「将来像」がとっている基本的スタンスを明らかにしてお
8) Ibid., p. 32. 
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こう。
「将来像」ではこの目的を達成するために多くの議論と提案がなされた
が，その提案は現行の会計の欠陥を解消するための解決策それ自体というよ
りむしろ理想的な解決策へのステップであると説明し，更に，それだけでは
なく，それは単なる議論や理想論ではなく，財務報告の改善のための行動を
奨励するために公表されたものであることを指摘している9)。「将来像」はこ
の行動の 4つのステップ・領域をあげている。
① 変更の必要性の認識の増大
R 会社による経験の奨励
⑧ 提案の洗練
④ 法的な拘束の明確化とそれらの除去される方法の決定
これらについて若干敷術しておくと，現行の会計の欠陥が認識され，その
欠陥の解決の必要性， 現行の報告システムの変更の必要性がまず認識され
る。ついで，そのような必要性を認識した先進的な会社が新たな方法を導入
する。更に，その新たに導入された方法が実務上適切かまた実行可能である
かどうか等の判断が行われ．適切なものであれば，実務に浸透していくこと
になる。そして，最後に，これらの行動は法的な拘束とは無関係に，例えば
補足計算書のような形で行われてきているので，法改正等の法的制約を解除
する努力が行われることとなる。
従来より，イギリスの歴史においては，財務報告のほとんどの重要な改善
は実務家によってリードされてきたし，法制及び会計基準は通常実務の発展
から何年か遅れて設定されてきた。このようなプロセスが今日でも同じよう
に存在すると仮定すると， 「将来像」等で取り上げられた提案を即座に採用
するよりもむしろ，変更に必要なものを法制上の枠組みに入らない補足計算
書等によって情報提供を行うことによって，漸次，実務がそれを経験してい
くことが必要となる。「将来像」はそのような経験を奨励し， 会社に刺激を
9) Ibid., p. 32. 
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与えることを期待している。 この意味で，「将来像」の性格は， 歴史的は，
財務報告システムの変更と同様に，急激かつドラスティックにシステムが変
化する「革命的 (revolutionary)」であるよりむしろ，徐々にシステムが変
化する「進化的 (evolutionary)」であると説明している10)。「将来像」はそ
れ自体この進化を期待し，その意味で啓蒙的な役割を果たすものであると理
解することができる。
以上の説明から理解できるように， 「将来像」を理解する際に注意してお
くべきことは，それがあくまでも法的拘束を意識していないこと，無視して
いることである。
(2) 改革の必要性
イギリスの財務報告実務は， 例えば， 暖簾の処理， プランド等の無形資
産，簿価と時価の乖離及びオフバランスシートの問題等について，有用かつ
目的に適合した情報を提供できないと批判されてきた。今日論争となってい
るそのような領域は財務報告の本質に関連した根本的な問題を生みだしてい
る。そのような問題に答えるための財務報告の新しいステムを展開するため
の革新的な改革のプロセスが必要となる。
その場合，最初に問題となるのは，財務報告の目的である。「将来像」は，
次の 2つを財務報告の目的として指摘している 11)。第一の目的は，ある実体
の将来の業績についての期待を形成し，当該実体についてなされた意志決定
を伝達するために，株主，債権者及びその他の人々が過去の業績を評価でき
るような情報を提供することである。このような情報は，利用者が将来の業
績を予想し，現実の業績が予想した業績と合致している度合いを定期的にチ
ェックすることを可能にする。このチェックを行うというコントロールプロ
セスはその後の予想にとって必須の情報である。また，この予測の目的は，
10) Ibid., p. 33. 
11) Ibid., pp. 4-5. 
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利用者の意志決定及び情報が別のソースから入手可能かどうかに依存してい
る12)。
また， 「将来像」は副次的なものとしてではあるが，第二の目的をあげて
いる13)。第二の目的は，契約，即ち，会計情報の利用を含んだ条件の履行を
させることである。例えば，経営上支払われる報酬は，一部分会計測定に依
存するだろうし，債権者との契約はギアリング比率に基づいた制限を含んで
いる。このような簡単な説明があるだけで，この第二の会計目的については
これ以上の詳細な説明は「将来像」では行われていない。この目的について
は，他の概念書では余り取り上げられていないもので注目されるところであ
るが，会計の「契約支援機能」と言うべきものを副次的な目的であるとして
いるにせよ，明確に指摘している。
次に， 「将来像」は次の 5つのものが現行の報告パッケージでは欠けてい
ると指摘している14)。
(1) 現行の財務報告は取得原価主義に基づいているが，効率の測定及び将
来の業績の予測のためには役立たず，このためにはカレントコストが有
用である。
(2) 現行の会計は単一の利益を強調しすぎており，常に変化している状況
下では，単一の数値は期間中の企業の価値変動に影響を及ぽしている種
々の事実を補足することができない。
(3) 利益は発生主義による収益と費用の差額によって測定されているが，
そこでは企業の現金及び流動性のポジションの変動に十分な注意が払わ
れていない。また，最終的の企業の生存能力は株主，仕入先，債権者，
12)この点については， MCRVにおいても同様の勧告がある。「実体へ投資をしてい
る人は経営のステイワードシップに興味を持っているが，彼らは将来の予想に興味
を持っているに違いない。我々は，実体にかかわりのある利用者にとってその実体
の計算書が将来の業績についての過程／期待を生み出すために役立つ十分な質的及
び量的情報を提供すべきであると信じている。」 (MCRV,p. 10.) 
13) ICAEW and ICAS, op. cit., p. 4. 
14) Ibid., p. 5 
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従業員及びその他の人々に対する支払のための十分な現金を創造する能
力に依存している。
(4) 現行の会計は回顧的であり， 過去の業績と現在の状態を測定してい
る。従って，将来の業績を予測することを望む利用者にはほとんど役立
たない。
(5) 経済的な実質よりむしろ法的形式がしばしば強調され，法律に準拠す
る余り経済的な現実を反映していない利益，資産，負債等を測定してい
る。
(3) ディスクロージャー改善のメリット
「将来像」は，現行の会計に対する批判をした後に，これらの問題を解決
することができるディスクロージャーによって利用者及び作成者の双方にメ
リットを与えることができ，一層よくアカウンタビリティを果たすことにな
ると述ぺている 15)0 
今日，会社の環境は常に変化しており，特に買収活動の増加や資金調達活
動の増加は資本市場から財務報告の新しい要求を生み出している。利益数値
が短期的に変動することに常に強迫観念のある経営者は自社の株式が市場で
過小評価されているのではないかと考えるし，多くの経営者は株主に対する
報酬を多くすることが企業の長期的成長を支える唯一の手段と考えている。
このような場合，新しいディスクロージャーの方法は，株主が会社を一層よ
く理解し，会社に対する株主の忠誠心，即ち，株主がその企業の株を売却せ
ずに所有し続ける選択を生み出すであろう。このような会社に対する株主の
忠誠心は，経営者が短期の収益性を気にせずに，長期的な戦略に集中できを
環境を生み出すことになり，また，その結果として業績が良くなる。業績が
改善されると，経営者は自ら経営する会社を一層よく理解してもらうために
新しいディスクロージャーを導入することとなる。このような方針からメリ
15) Ibid., p. 5. 
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ットを享受できるのはうまく経営された会社である 16)。
(4) 規制の役割
企業が資金の調達をする場合，経営者に適切な会計情報を提供させること
ができるのは市場の強制力であるという主張がある。この場合，適切な情報
を提供しない経営者は市場の平均を超える報酬を支払わなければならない
か，あるいは，極端な場合には，資金調達が不可能となる。しかし，資本市
場は不完全であるために，会計基準あるいは法による介入がなければ期待さ
れる解決策を達成できないという考え方が一般的である。更に，規制は資本
及びその他の資源の効率的な配分を促進するために，そして，企業間の比較
可能性を高めるために必要であるとして， 「将来像」は二つの面で規制の必
要性を強調している叫
また， Solomonsも次のように規制の必要性を述べている 18)。市場の強制
力が財務情報の最適量を生み出すかどうかは議論の分かれるところである。
企業間の比較がなされれば財務諸表の価値は高まることは一般に同意されて
いる。標準化することによって，利用者は情報を安価に加工することができ
る。また，基本的に同一の状況を計算するため利用される種々の会計処理が
異なる利益数値を生み出し，そのすべてが真実かつ公正であることをその利
用者が知ったときに，財務報告の信頼性は大きく低下する。
16) Ibid., p. 6. また， MCRVではディスクロージャーを改善することによって得
られるメリットを次のように指摘している。 (MCRV,p.9.)。•市場で利用される
情報の量及び質が高まる：それは市場の効率に役立つに違いないし，関連する企業
の評価をする市場の能力も高めるに違いない。•経営者に対する投資家の統制及び
彼らの意志決定は改善される。•投資家は会社の過去，現在及び将来について彼ら
自身判断をしなければならないが，その決断のための一層しつかりとした基礎が提
供される。•前向きのスタンスをとる会社の評判は高い。
17) Ibid., pp. 7-8. 
18) Solomons, p. 8. 
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2. 「将来像」における情報の要求
前述した考え方に基づいて， 種々の文献を参照しながら， 「将来像」は情
報を利用するのは誰なのか，その利用者がどのような意志決定を行うのか及
びその情報の内容について以下のように分析している。
(1) 財務情報の利用者
「将来像」は，財務情報の利用者を会社の経営に責任のある人々である内
部利用者とそれ以外の外部利用者に分けた後，外部利用者グループとして，
MCRVと Solomonsの両者の見解を掲げた上で， 同様の見解を表明して
いる 19)。
MCRV | Solomons 
持分投資家グループ 現在及び将来の投資家
貸付者グループ 現在及び将来の債権者（含仕入先）
現在及び将来の従業員及び労働組合のよ
従員業グループ うに団体交渉の場で従業員のために行動
する者
長期供給契約により企業と取引をしてい
事業接触者グループ るかあるいは取引をするであろう現在及
び将来の顧客
(Source: ICAEW and ICAS, T,加 FutureShape of Financial 
Reports, p. 10) 
ここでは，一般に外部情報の利用者としてあげられる政府や規制当局が除
外されている。これらの利用者については，他の利用者が入手するような財
務情報はもとより，必要な財務情報を状況に応じて企業に提供を求めること
ができる権力があるため，除外されていると考えられる20)0 
19) MCRVについては pp.45-46, Solomonsについては p.10. 
20) Solomons, pp. 10-11. 
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(2) 利用者の意思決定と必要とする情報内容
「将来像」は，財務報告書の外部利用者が将来についての意志決定をする
ために，会社の過去の業績を測定し，現在の状況を評価するために外部報告
書が含んでいる情報を利用することについては， MCRV及び Solomons
等も同意していることを指摘している21)。外部利用者は経営者のスティワー
ドシップについて統制機能を行使しているか，あるいは現在利用可能な情報
に基づいて予測をすることによって将来の見積もりを評価するかのいずれか
を行っている。
「将来像」は，財務情報の利用者の最優先の興味は将来にあり，過去の業
績及び現在の状態に関連する情報の利用者であっても， 将来の利益及び富
(wealth)に興味を持っていることを強調している22)。これらの意志決定は
利用者のキャッシュフロー，即ち，経済的資源の利用可能性，これらの資源
の配分，利用者の富を最大化するための業績を中心においている。これらの
意志決定をする際に，利用者は主に「収益性」及び「生存能力(viabilities)」
の二つの側面に興味を持っている。
この点について， Solomonsはこの二つの側面を次のように説明してい
る。企業が生き延びるためには短期的には損失を被ることはあっても，長期
的には利益を生み出さなければならない。しかし，収益性はそれだけでは生
存能力を保証できない。企業はその債務を弁済しうるキャッシュフローを生
み出さなければならない。換言すれば，生存能力は収益性だけでなく流動性
をも必要とする 23)0 
次に，前述した意志決定の内容を前提に，利用者がどのような指摘をして
いるのかについて，「将来像」は Solomonsの主張を引用しながら次のよう
な指摘をしている 24)。財務報情の外部利用者が興味を持っているものは収益
21) ICAEW and ICAS, op. cit., p. 10. 
22) Ibid., p. 10. 
23) Ibid., p. 10. 
24) Ibid., pp. 11-12. 
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性と生存能力であるなら，少なくとも開示されるべきものは，（a）株主，従業
員，債権者に対して利益を創造する能力，（b）その現在及び将来の支払能力，
である。前述したように，この収益性及び生存能力との間の連鎖がそのキャ
ッシュフローによって知られることは重要である。
3. 現行の会計の問題点
現行の会計の欠陥の存在が「将来像」を公表することになった一因となっ
ていたこと及びその問題点は既に述べてきたが，ここではその問題点を更に
詳しく述べることにする25)0 
(1) 歴史的原価会計に対する批判
評価は財務報告システムの一側面であるが，評価はそのシステムが果たす
ように意図される役割にとって重要な意味を持っている。歴史的原価システ
ムはどれだけの資金が支出されたかという「測定の信頼性」に注目してい
る。この歴史的原価が主張され始めた時代であれば，その意図する目的は満
たされていたであろうが，先に強調したように，今日では，現在及び将来の
経済的意志決定するという目的は満たすことができない。また，歴史的原価
は，事業で利用されている資源の現在原価あるいは現在価値を提供できな
い。資源の陳腐な歴史的原価で測定した数値は十分な指標とはいえない。
これに対して，現在原価あるいは現在価値は将来を予想するための基礎と
して事業の現在の業績及び状況を評価することを希望する利用者にとって有
用である。「将来像」は現在価値の利用を勧告しているが， 実際の区別は歴
史的測定及び現在的測定との間の区別であり，原価と価値を区別することで
はない26)。歴史的原価モデルに対する代替案として種々のモデルがこれまで
提供されたが，その議論は理論的な差異に注意が向けられていた。しかし，
25)/bid., pp. 13-15. 
26)この点は， SolomonsもMCRVも同一である。
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どのモデルを採用しても最善の情報内容は提供できないので，「将来像」は
単一の測定モデルを採用するよりも， 有用な情報を提供するという観点が
優先されるべきで，個別に最適のモデルを採用する選択システム (electic
system)が採用されるべきであると主張する。
この選択システムについて， 更に以下のように説明している27)。現在価
値を採用することに関連する多くの問題とそれをの導入することをためらう
ことは， 価値の本質それ自体についての誤解から始まったと思われる。資
産の「真の」価値といえるものは存在しないし，また，資産の価値を決定す
るものはそれを評価する人にとっての価値であり，常に主観的で変化する。
現在価値を採用する場合も，その評価が判断の産物であること，その判断が
恐らくそれらを判断する環境が変化する場合に変化することを識認する必要
がある。
ほとんどの資産については，評価の基礎は現在原価あるいは正味実現可能
価額を適用してもほとんど同一であるが，無形固定資産については問題が
残る。特に，暖簾やプランドのような無形資産は事業の進行やその維持のた
めに重要で，事業にとっての価値は高いが，容易に売却できないし，外部市
場ではほとんど無価値である。従って，現在原価あるいは正味実現可能価額
は事業に対するこれらの資産の価値についての公正な認識を提供しないで
あろう。従って，それらについては特別の考慮が必要となる。
貨幣性資産は，必要なら割引を行い，受け取られると期待される金額で評
価されるぺきである。特に，長期の受取（あるいは支払）勘定について割引
は採用されるべきである。
以上の Solomons及び MCRVを参照した簡単な議論から， 「将来像」
は次ページのような資産毎の評価／測定基礎を提示している。
(2) 単一の利益数値の過度の強調
「将来像」は，実体の価値は単一の数値では把握できないとして以下のよ
27) ICAEW and ICAS, op. cit., pp. 14-15. 
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資 産 I 評価／測定の基礎
不 動 産 現在の市場価格
通常の設備及び機械 現在の市場価格
貨幣価値の変動について修正された歴史
特殊な無形資産 的原価，あるいはできるならその現在価
値あるいは正味実現可能価額
投 資 現在の市場価格
棚 卸 資 産 取替原価
貨幣性資産 適切な場合，割引かれた受取期待額
貨幣価値の変動について修正された歴史
無 形 資 産 的原価，あるいはできるならその現在価
値あるいは正味実現可能価額
(Source: ICAEW and ICAS, T.加 FutureShape of Financial 
Reports, p. 16) 
う主張している28)。財務情報の利用者が実体の業績の評価及びその将来の業
績の予想をするためには，営業活動から生み出された利益を示す計算書と固
定資産の保有と売却から生じた利得 (gain)を示す計算書を別個に作成す
る必要がある。損益計算書については，継続している営業と休止している営
業を別個に表示し，また，企業の主たる業務にとってあまり重要でない異常
な事象から生み出された利益も別個に示されるべきである。更に，現在，利
得はそれらが発生した時点ではなく実現した時点で認識されているが，この
ことが業績の期間的測定を歪めている。従って，利得計算書は実現保有損益
計算書及び未実現保有損益計算書として別個に示されるべきである。
(3) 現金の軽視
「将来像」は， 現金が企業の生命の源 (lifeblood)であり， 給料及び賃
金，配当，利息，仕入，税金を支払うための元になるのは現金であるとし，
'28) Ibid., p. 17. 
28(278) 第 40巻第 3 号
現金の重要性を以下のように説明している29)。
伝統的な運転資本概念に基づいた資金計算書と対比して，キャッシュフロ
ー計算書の利点は次のようまとめることができる30)0 
(a) キャッシュフローは事業評価モデルのために有用であり，伝統的な資
金計算書によっては提供できないものを直接に提供できる。
{b) 運転資本概念に基づいた資金フローデータは，企業の生存性と流動性
に関連する動きを曖昧にしてしまう。例えば，現金が減少しても同額の
棚卸資産と債権の増加が生じれは運転資本の合計には変化はないが，企
業は現金不足という事態に追い込まれる場合もある。また，逆に，運転
資本の減少は必ずしも現金の不足及び失敗の危険を意味しない。
(c) 伝統的な資金計算書は期末と期首の貸借対照表の間の差異も基づいて
作成されているが， それはなんら新しいデータを提供するものではな
い。これに対して，キャッシュフロー計算書は新しいデータを提供でき
る。
(d) キャッシュフローをモニタリングすることは事業の正常な姿であり，
特別な会計概念でないので，キャッシュフローは運転資本の変動より容
易に理解される概念である。
(4) 将来の予想の軽視
「将来像」は，財務諸表の利用者は主に将来について興味を持っているに
もかかわらず，現在は，将来的意志決定をする際にほとんど役立つ情報が提
供されていない状況にあるとして，次のような指摘をしている31)。
財務諸表（計算書のパッケージ）が将来の予想を含むことは重要である。
経営者が自らの意思決定のために作成したそのような情報すべてを外部の利
害関係者に提示することには，企業機密等の関連もあり期待できない。しか
29) Ibid., p. 17. 
30) ASC, ED54, Cash Flow Statement. 
31) ICAEW and ICAS, op. cit., p. 18. 
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し，その一部を開示することは利用者の意志決定に役立ち，更に，利用者が
会社の計画や予測を一層よく理解することによって会社それ自体もメリット
を享受できる。例えば，買収の危機にさらされた場合，経営者はこのような
情報を現在の株主に提供することによって株式を売却しないように訴えるこ
とができる。
経営者が詳細な予測を提供することはあまり期待できないが，簡単なもの
であっても，将来予測計算書が公表されれば，その利用者及び作成者双方が
そのメリットを享受できると考えられる。まず，経営者にとっては，資本支
出のような重要な問題についての将来の計画を説明する機会が与られること
になり，株主やその他の利害関係者にとっては，予測と後日判明する現実の
業績を対比して，企業がコントロールできない多くの要素が存在することを
学ぶことができる。
(5) 経済的実質の軽視
「将来像」は，利用者の最も有益な情報を提供するために，財務諸表が取
引の経済的な実質を反映すぺきであり，それらは単なる法的形式を反映すべ
きでないと説明している32)0 
4. 財務諸表の提示
「将来像」は，利用者の要求や現行の会計の不十分さを指摘した後に，一
般目的の財務報告書が三つの領域で情報を提供すべきであるとしている。そ
の第 1の領域は，現在及び将来の会計期間に関する経営者の財務計画をその
作成のために利用された仮定の説明と共に提供することである。第2に，そ
の計算書は会社の富に関する包括的計算書を含むべきであり，その評価の基
礎は時価であるべきである。第3に，会計期間について先に公表された計画
と当該期間の実際の業績との比較に関する情報を提供すぺきであり，業績に
32) lb祉， p.19. 
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関する情報は営業活動からの利益（損失）だけではなく資産価値の増加（減
少）も含むべきである。資産価値の増加を業績に関する情報に加える目的は
将来の変動の予測をするために現状の正確な表示を提供するためである。
「将来像」は，次のような報告パッケージから財務諸表を構成している33)。
目的及び戦略計画書 (statementof objectives and related strategic plan) 
資産及び負債計算書 (statementof assets and liabilities) 
損益計算書 (incomestatement) 
利得計算書 (gainstatement) 
キャッシュフロー計算書 (cashflow statement) 
将来予測計算書 (statementof future prospects) 
以下これらの計算書について，概説をしておこう。
(1) 目的及び戦略計画書34)
このステイトメントは，会社の全般的な目的及びそれを達成するために採
用される戦略を説明するもので，企業の内部及び外部の双方に対して経営者
が自らの活動を説明する手段となるものである。また，これは利用者に彼ら
の利害関係のある企業についての経営者の意図の指標及び経営者の業績を測
定するための尺度を提供する。
なお，このようなステイトメントは多くの会社によって提供されており，
例えば， 1989年の LloydsBank Accountsにおける ChiefExective's 
Reportでは， 我々の目標 (goal)は， 年18彩の税引前利益を稼得するこ
と，配当性向を常に高めること，貸借対照表上，自己資本が増加すること，
としている。
次に，戦略計画は，目的のステイトメントを更に説明するものであり，具
体的には，先に示された目標を達成するために行われる行動の全般的な説明
をする。理想的には，そのステイトメントは経営者にとって自制を促すこと
33) Ibid., p. 20. 
34) Ibid., pp. 20-21. 
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にもなり，進行中の活動と企業機密の制限内で説明可能な内容を提供するこ
とになる。もしそれが適切に示されるなら，利用者は当該企業についての将
来の経済的な活動に関連する意志決定のための有用な情報を入手したことに
なる。
しかし，このステイトメントは微妙な問題を抱えており，例えば，会社が
投資あるいは投資の撤退をする方法の開示等については，作成者である経営
者自体の判断に委ねられていることである。このような判断は次の 2つの考
慮事項によって行われる。
第 1に，公表された目的の説明が，その目標達成に向けてどのような進捗
があったのかを利用者が会社の報告書の別の資料から判断できるほど十分有
益であること，そして第 2に，開示するかしかないかの決定は，常に，信頼
性を失うというデメリットと，利用者がそれを知り信頼を得られるというメ
リットとの間のバランスを取りながら行われるべきである。しかし，とりわ
け，経営者はその断判を行う際に，会社が一層理解されることによって会社
に対する株主の忠誠心が高まるという効用があることを理解しておくべき
である。
(2) 資産及び負債計算書35)
目的を確定し，戦略計画を明示すれば，次に必要なものは，資産及び負債
計算書によって示される現状の提示である。この計算書には，資産及び負債
の定義， そしてそれらの測定基礎について決定されていることが必要とな
る。これについては，すべての資産及び負債が同一の確実性を持って数値化
できないことを認識するために，そしてそれらの価値に固有の確実性の指標
を提供するため，資産を構成するもの及び負債を構成するものに、ついての固
有の考え方から出発する。また，現行会計の欠陥でも述べたように，この場
合には，取引の経済的実質が優先されるべきである。
「将来像」は，次のような資産及び負債計算書の雛形は例示している。
35) Ibid., pp. 21-22. 
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資産及び負債計算書
資産及び負債 £m 
有形資産：
不動産 40 
（通常の）設備及び機械 70 
特殊な設備及び機械 30 
有価証券 30 
170 
無形資産 60 
230 
正味貨幣性資産 10 
資産合計 240 
株主資本
資本金 100 
稼得された実現利益 40 
末実現利益：
有形資産 60 
無形資産 40 
240 
(Source : ICAEW and ICAS, The Future Shape of Financial Reports, p. 22) 
それぞれの項目について若干の説明をしておく必要があるだろう。
まず，評価の基礎の明確及びそれに付随する不確実性の程度の指標は，そ
れぞれの分類に従って計算書の脚注で示される。また，無形資産には，暖簾，
ブランド，特許権等が含まれるが，それらは内容明細として計算書の脚注に
示される。特に，それらの評価は有形資産より主観的で，その評価のために
は経験が必要となる。
資本金及び資本剰余金は現行の貸借対照表のものと同様であるが，株主資
本は営業活動から生じた分配されていない剰余金の合計である。また，未実
現の利得は実現利得と区別して表示され，有形資産は無形資産と区別して示
されるべきである。
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(3) 損益計算書36)
損益計算書は，商品の売買及びその他の活動によって生じた実体の財務的
な富の追加分を示している。これは次の稼得計算書に含まれている資産及び
負債の価値変動とは区別されるぺきであるが，二つの計算書とも財務的な富
の変動を説明している。
前章の現行の会計の欠陥でも指摘したように，単一の数値では会社の業績
評価のための利用する種々の要素を十分に反映できない。そのため，会社の
業績の判断するためには，損益計算書は稼得計算書と共に利用されるべきで
ある。
損益計算書
売上： £m 
継続的営業 550 
非継続的営業 90 
640 
利益：
継続的営業 140 
非継続的営業 20 
異常な事象 10 
有価証券 30 
170 
利子 (50) 
120 
税金 旱
85 
少数株主持分 一盈
80 
(Source : ICAEW and ICAS, The Future Shape of Financ述 Reports,p. 25) 
経営者の判断にも依存するが，計算書の脚注には業績を示すために必要な
追加的な情報を含むことになるが，それには売上総利益，営業費用，異常項
36) Ibid., pp. 24-25. 
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目の分析を含むことになる。
(4) 利得計算書37)
この計算書の目的は， 報告実体の財務的な富の変動を示すことであり，
「将来像」は，その雛形を次のように提示している。
純資産合計
期末
期首
期中変動
分析：
稼得計算書
営業活動から
マイナス期中の配当
有形資産のその他の変動
無形資産の価値変動
過年度価値修正
£m 
240 
155 
85 
80 
(30) 
50 
60 
(35) 
10 
85 
財務的富の変動 85 
マイナス資本維持調整 (15) 
財務的富の「真の」変動 70 
(Source : ICAEW and ICAS, The Future Shape of Financial Reports, p. 26) 
まず， 営業活動から生じた価値の増加は損益計算書から移記された数値
である。有形資産のその他の変動は不動産の再評価のような営業活動以外の
価値の変動で，脚注において実現したものと未実現のものと別々に開示され
るべきである。無形資産の価値変動はその年の再評価した結果として生じる
増価額を示し，無形資産の消費に関するもの以外のすべての価値の下落はこ
の計算書で示されれる。
また，「将来像」では詳細に記述されていないが，財務的な富の変動は年末
37) Ibid., pp. 26-27. 
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の通貨単位によって示されることを主張している。即ち，期首の数値を小売物
価指数によって調整することとしている。これが£15の資本維持調整である。
(5) キャッシュフロー計算書38)
「将来像」は，事業，投資家，債権者等がこの計算書を重視しているため
に，財務諸表に組み込むことを主張している。その雛形を次のように例示し
ている。
キャッシュ・フロー計算書
営業活動 £m 
顧客より受け取った現金 380 
保険請求再生産負債 10 
仕入先への現金支払 (280) 
従業員関連の現金支払 (130) 
支払利息 (48) 
顧客，消費税等の支払 (30) 
利益に関する税務当局への支払 」ー些）
営業活動からのキャッシュ・フロー 162 
投資活動
土地及び建物の売却 20 
固定資産の売却 2 
装置及び機械の購入 (40) 
特許権の取得 (6) 
投資活動からのキャッシュ・フロー (24) 
財務活動
配当金 (30) 
借入金返済 —@Q 
財務活動のキャッシュ・フロー (90) 
現金及び現金等価物の正味の変動 48 
(Source : ICAEW and ICAS, T.加 FutureShape of Financial Reports, p. 28) 
「将来像」は，この計算書については現在作成されている計算書とほぽ同
ーであるとして，詳細な説明は行っていない。
38) Ibid., p. 28. 
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(6) 将来予測計算書39)
将来予測計算書には， 少なくとも，次年度についての資産及び負債予測
書，予測損益計算書，予測利得計算書，予測キャッシュフロー計算書の要約
が含まれ，更に次年度以降のものも含むように作成される。この予測が行わ
れる年数はその事業の性質に依存していることになる。
会社が公表した将来予測計算書は過年度に示された財務計画と当年度の実
際の結果との間の差異に関する議論をするための素材となり，そのような議
論によって，利用者が将来についての経営者の見解を比較し，その予測能力
を評価し，予測された業績を阻止する要因を明らかにし，報酬や配当金等の
将来の傾向を予想することができる。
将来予測計算書で提供される情報はあまり詳細でなく，既に内部的に利用
されている情報であるために，作成のためにほとんど時間はかからない。ま
た，当然，将来予測計算書は確実なものでないが，利用者と会社の双方にメ
リットを生み出すことは注目されるぺきである。というのは，利用者は将来
予測計算書の情報を利用することによって市場の将来の変動の前兆を知るこ
とができ，それによって，利用者は長期的な側面から物事を判断することが
でき，前述した短期主義 (short-termism)的思考を解消することになると
「将来像」は説明している。
(7) セグメント情報40)
「将来像」は，これまで議論されてきた財務諸表がすべて会社全体の業績
及び状態のみを取り扱っているが，異なる環境，予想及びリスクに従って，
それぞれのセグメント別の情報も必要であるとしている。報告のために採用
されるセグメントは事業それ自体の性質によっても異なるが，製品，製造地
域，市場活動の地理的区分及び通貨のようなカテゴリーに分類することは事
業の業績及び予想の復雑さを理解することを可能にする。
39) Ibid., pp. 29-30. 
40) Ibid., p. 31. 
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結 び
以上， 「将来像」について私見を交えながら説明してきたが， その特徴と
思われるところをいくつかの指摘をして結びに代えることにしたい。
最初にも指摘したように， 「将来像」はそのほとんどを Solomons及び
MCRVからの引用をもとにして議論が構成され，部分的にのみ詳細な説明
を行い，それ以外は簡単な説明にとどまっており，また，その結論も両報告
書とほぽ同ーである。時系列的にはこの「将来像」がそれらの報告書の最後
に位置することは最初に指摘したが，それでは，なぜこの「将来像」が公表
されたのか，また「将来像」が意図したものは何であったのかという疑問が
生じる。前述したように， Solomonsは ICAEW,MCRVは ICASが依
頼して作成したものである。その後に，両者によって，何故このような報告
書が作成される必要があったのであろうか。
この疑問について参考になると考えられるものが， 「将来像」の最後に掲
げてある TheWay Forwardとタイトルされた一節である41)。ここでは，
まず，この報告書の目的を，（a）現行の財務報告についての基本的な変更のた
めの必要性の高まりを記録し，認識し，そして，（b)Solomons及び MCRV
を参考にして，経済的リアリティを一層詳細に反映し，利用者の要求に一層
合致する方法で会社が報告できるシステムを考案することが可能であること
を示すことであると再認識しているが，ここで注意をすべきは「システムを
考案することが可能であることを示す」という文言である。この文言は，現
在の会計基準を作成するための基礎となる概念やそこで必要となる計算書を
提案する現在的役割を担ったものでなく，むしろ，遠い将来の財務報告シス
テムの方向性を探ったものであると考えられる。このように考える一つの理
由は， 「将来像」自体が， 前述したように，法の規制という枠をはずして議
論をしていることをあげることができる。更に， もう一つの理由は，「将来
41) Ibid., pp. 32-35. 
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像」はその目的の再認識した後に， 8つの領域を例示しその領域の研究の必
要性を説いているが，その領域の研究の成果によって一層良い財務報告シス
テムが作成されると説明していることがあげられる42)。
その研究領域は次の領域であるが，これについても十分な説明は行われて
いない。紙幅の関係から簡単に補足説明が必要と思われる部分のみ，それ以
外は項目のみを挙げておくことにする。
① 資産の評価方法に関する研究
R 資産が評価される集計レベルに関する研究
⑧ 会計処理変更に対する資本市場の反応に関する研究
④ 財務諸表の構成要素（例えば，利益）との株価の予想価格の関係に関
する研究
⑤ リスクの測定に関する研究
⑥ キャッシュフロー情報と長期の株価の反応との関係及び公表された会
計情報と将来のキャッシュフローとの関係のモニタリングに関する研究
⑦ 買収及び合併の際の参加者による会計情報の利用に関する研究
⑧ 株価についての研究と買収／合併後の業績についての会計研究との矛
盾に関する研究
以上のように， 「将来像」は， 現状の改革というよりもむしろ将来に向け
た方向性を探り，研究が必要と考えられる領域を提示した報告書であったと
いえるだろう。
最後に，特徴としてあげられるものは，会計目的のところで，従来の会計
目的として常にあげられる情報の利用者にその意志決定のために有用な情報
を提供するという，いわゆる「情報提供目的」と並んで，会計情報を経営者
の報酬等の決定や債権者との契約に利用する「契約支援目的」ともいえる目
的をあげていることがあげられる。この「契約支援目的」は副次的目的であ
るとする限定はあるが，従来の種々の文献では明確に取り上げてはいなかっ
た。例えば， Solomonsは，一般的の外部財務報告を想定し，その機能とし
42) Ibid., p. 34-35. 
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て情報提供機能（目的）を明確に述べている43)。
「利益を志向する企業による一般目的の財務報告の機能は，次の(1}~(3)に
興味がある種々の利用者に有用な情報を提供することである。
(1) 企業の財務業績と状況の評価
(2) 企業経営者の業績の評価
(3) 企業への投資，与信またはその枠の拡張，企業との取引，または企業
にによる雇用に関する意志決定」
イギリスにおいては，会計操作の横行や経営者に対する高額報酬の等の問
題から，経営者，株主•投資家等の企業統治関係を見直すためにキャドベリ
ー委員会が設置され， 1992年12月にその報告書が提出されている44)。この報
告書では，無制限な経営者の高額の報酬を制限するために，その決定にあた
っては株主と経営者との間で契約を結ばせ，会計利益等に基づいて報酬を決
定するという方法を採ることを勧告しているが，会計利益にそのような任務
を負わせることによって，即ち，会計の契約支援機能（目的）を明確に示す
ことによってそれらの問題の解決を図ろうとしている。このような契約支援
目的は，近年，各国で議論されているコーポレート・ガバナンスとの問題と
も関連していると考えられるが，これらの関連については別稿で検討する予
定である。
43) Solomons, p. 9. 
44) Cadbury Report, Report of the Committee on Financial Aspects of 
Corporate Governance, 1 December 1992. 
